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「地域医療構想」の実現に向けた今後の対応について

○ 急性期中心の病棟から回復期（リハビリや在宅復帰に向けた医療）の病棟への転換など自主的な取組を進
める必要。 ※ 回復期をはじめとして不足している医療機能を充足していくことが必要。

○ その際に必要な施設・設備の整備は、「地域医療介護総合確保基金」により、補助を行い、病床転換を誘導。

※「地域医療介護総合確保基金」（Ｈ27年度は、1628億円（医療分904億円、介護分724億円）は、
１ 病床の機能分化・連携に関する事業 ２ 在宅医療の推進
３ 介護施設等の整備に関する事業 ４ 医療従事者の確保に関する事業
５ 介護従事者の確保に関する事業 が対象。

医療分は、特に、１の「病床の機能分化・連携に関する事業」に重点的に配分。

○ また、各機能の必要な看護師等の人数も異なることなどを踏まえ、転換に当たって妨げとならないような適切
な診療報酬の設定が必要。

１．回復期の充実（急性期からの病床転換）等について
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２．医療従事者の需給見通し、養成数の検討について

○ 「地域医療構想」による病床推計等を踏まえ、医療従事者の需給について、見直していく。
※ 回復期の病床の充実のためには、リハビリ関係職種の確保を進めていく必要があるなど、病床の機能分化・連携に対応し
て、医療従事者の需給の見直しを検討。

○ こうした見直しの中で、医師の養成数についても、医学部入学定員等について検討していく。この夏以降にも、
検討会を設置して、検討を開始する予定。
※ ２０２５年頃には人口１０万人あたりの医師数はＯＥＣＤ加重平均を超える見込み。
一方、１８歳人口の減少により医学部に進学する者の割合は１３２人に１人（２０１４年）から９２人に１人（２０５０年）になる見込み。

○ 今後、都道府県が策定する「地域医療構想」の実現に向けて、以下の対応を図っていくことが必要。
１． 回復期の充実（急性期からの病床転換）
２． 医療従事者の需給見通し、養成数の検討
３． 慢性期の医療ニーズに対応する医療・介護サービスの確保について



３．慢性期の医療ニーズに対応する医療・介護サービスの確保について

○ 今後１０年間の慢性期の医療・介護ニーズに対応していくため、全ての方が、その状態に応じて、適切な場
所で適切な医療・介護を受けられるよう、必要な慢性期の病床の確保とともに、在宅医療や介護施設、高齢
者住宅を含めた医療・介護サービスの確保が必要。病床の機能分化・連携の推進と同時に、こうした医療・
介護サービスの確保を着実に進める。

（１） 基金を活用した在宅医療、介護施設等の計画的な整備

・ 「地域医療介護総合確保基金」を有効的に活用して、在宅医療・介護施設等を着実に整備。

※「地域医療介護総合確保基金」
「在宅医療の推進に関する事業」「介護施設等の整備に関する事業」に活用して、整備を推進。

・ 特に、平成３０年度から始まる第７次医療計画及び第７期介護保険事業計画には、必要なサービス見込み
量を記載し、計画的・整合的に確保。

（２）慢性期の医療・介護ニーズに対応できるサービス提供体制の見直し

・ （１）に加えて、厚生労働省に有識者による検討会を直ちに設置し、慢性期の医療・介護ニーズに対応する
サービス提供体制のあり方について、検討を開始。年内をメドに見直しの選択肢を整理。

※【検討内容】 ① 介護療養病床を含む療養病床の今後のあり方
② ①以外の慢性期の医療・介護サービス提供体制のあり方

※【スケジュール】・ ６月下旬を目途に第１回会議を開催し、年内をメドに制度改正に向けた選択肢を整理。
・ 来年以降、厚生労働省社会保障審議会において、制度改正に向けて議論。
（介護療養病床は、現行法では、平成29年度末をもって廃止されることとなっている。）

基本的考え方

2



3

参考資料



国
消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基⾦事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基⾦事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３
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付

交付

地域医療介護総合確保基⾦

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業(※)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業(※)
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）
４ 医療従事者の確保に関する事業(※)
５ 介護従事者の確保に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、
平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。
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地域医療介護総合確保基⾦の平成２７年度予算について
○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介
護総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円、介護分７２４億円）
※ 国と都道府県の負担割合は、２／３：１／３

○ 平成２７年度以降は、介護を含む全ての事業を対象とすることとしており、対前年度予算７２４億円増。

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業(※)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業(※)

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業(※)

５ 介護従事者の確保に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、
平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。

医療分
904億円

平成２６年度予算

９０４億円

介護分
724億円

１，６２８億円

平成２７年度予算

医療分
904億円

＋７２４億円

スケジュール（案）

２７年１月～ 都道府県ヒアリング実施
（※都道府県による関係者からのヒア
リング等実施）

５月中 基金の交付要綱等の発出
介護分を都道府県へ内示

６月頃 医療分を都道府県へ内示
７月頃 交付決定（※都道府県計画提出）

地域医療介護総合確保基金の予算
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10万⼈対医師数の推計

OECD加重平均280⼈
（2011年時点）

（⼈）

2012年以前 ：三師調査に基づく
2020年以降の推計：⽇本の地域別将来推計⼈⼝（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 平成２５年３⽉推計）

平成２０年度からの医学部臨時定員増分を加味。（但し、最⼤１０年間とし、延⻑が⾏われないと仮定）
平成２２年、２４医師・⻭科医師・薬剤師調査から減少する医師の割合を求め、同じ割合で医師が減少すると仮定。

（年）
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18歳⼈⼝千⼈当たりの医師養成数
（⼈）

2014年
18歳⼈⼝千⼈当たり7.58⼈
（132⼈に1⼈が医学部進学）

2050年
18歳⼈⼝千⼈当たり10.8⼈
（92⼈に1⼈が医学部進学）

1970年
18歳⼈⼝千⼈当たり2.31⼈
（432⼈に1⼈が医学部進学）

（年）2020年以降の推計：⽇本の地域別将来推計⼈⼝（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 平成２５年３⽉推計）
平成２０年度からの医学部臨時定員増分を加味。（但し、最⼤１０年間とし、延⻑が⾏われないと仮定） 7


